







その他のタイトル <Note> Uber die Pflicht qur Gesetzgebung in










































































































































１５７頁以下、戸波江二「立法の不作為と憲法訴訟」The Law School ２５号（１９８０年（昭和５５年））４０頁
以下、同「人権論の現代的展開と保護義務論」栗城壽夫先生古稀記念『日独憲法学の創造力　上巻』
（２００３年（平成１５年）、信山社、上巻）６９９頁以下等を参照。







































































きないものの、確認判決を下すことは可能である、というものである。Lechner, Zur Zulässigkeit der 




























































































































































































































能である旨を述べる。J. Seiwerth, Zur Zulässigkeit der Verfassungsbeschwerde gegenüber Grundrechts-
verletzungen des Gesetzgebers durch Unterlassen, １９６２, S. ６８.
８ BVerfGE １２, １３９.
９ BVerfGE １２, ３５４.
 この事案は、「有限会社フォルクス・ヴァーゲン工場に対する持分権を私人の手に移す法律」（Ge-
setz über die Überführung der Anteilsrechte an der Volkswagenwerk Geselschaft mit beschränkter 





























































１０ Vgl. Lechner, a.a.O., S. １８１８.
１１ その分類の第１は、基本法１１７条１項のように、明確な期限を定めて立法を命じる規定である。第
２は、６条５項のように、立法者による法の制定を、「なされなければならない」という指示“Muß-
Vorschrift（„ …. ist zu….”）”によって命じる規定である。第３は、４条３項のように、当該分野に関
する法制定を明示的に期待するものであり、第４は、１１７条２項のように、期限に関する定めはなく、
不明確ではあるものの期待されたある時点を考慮しているものである。H. P. Ipsen, Verfassungsfragen 











































































































































（Gesetz über die Universität Hämburg）に
ついては合憲、バイエルン大学入学法





































































































はその議論は沈静化しているといわれている。当時の議論に関して、vgl. W. Martens und P. Häberle, 
Grundrechte im Leistungsstaat, VVDStRL ３０, １９７２.






























































































































































































































２２ 最判１９８５ （昭和６０）． １１． ２１民集３９巻７号１５１２頁。
２３ 札幌地判１９７４ （昭和４９）． １２．９。
２４ 札幌高判１９７８ （昭和５３）． ５． ２４。
２５ 控訴審がこのような判断を行った理由は、原告は同改正の時点では自ら投票に赴くことができ、在
宅投票制度を必要としていなかったためである。
２６ 広島高判２００１ （平成１３）． ３． ２９訟月４９巻４号１１０１頁。












































































２８ 熊本地判２００１ （平成１３）． ５． １１訟月４８巻４号８８１頁。











































































３０ 最判２００８ （平成２０）． ６．４ 民集６２巻６号１３６７頁。
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